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〈コロナ禍の影響〉─食農リサーチ─

にとどまっており、上述の外食によるコメ消
費の動向と同様の傾向となっている。
しかし、業種別にみると様相が異なる。緊急

事態宣言下の４月、５月の減少率は回転寿司＞
カレーショップ＞牛丼チェーンの順で大きく、
明確な差がみられる。この時期には、外出自
粛が求められるなかでテイクアウト・デリバ
リー需要が急増したが、特に、牛丼チェーン
ではそれが顕著となった。牛丼チェーンは、
もともとテイクアウト比率が３割程度と比較
的高い。また、多くの飲食店が夜間営業を停
止するなかで、牛丼チェーンでは、商品の日
常生活への密着度の高さを踏まえ、店内飲食
終了後もテイクアウトのみで営業を続ける店
舗も多かった。そのため、カレーショップで
は同時期のテイクアウトによる売上の増加率
が４割弱であったのに対し、牛丼チェーンで
は、20年４月、５月で20年３月比最大７割増と
なるなどテイクアウトが大幅に伸長し、店内
飲食の売上減をカバーするかたちとなった。

3　 家族連れの多い「回転寿司」は
宣言解除後にV字回復
一方で、回転寿司は通常時のテイクアウト

比率が１割程度とイートインが主体であり、
売上の６割を17時以降の時間帯が占める。そ
のため、営業時間短縮の影響は大きく、４月に
は、前年比５割と大幅減となり、外食産業全
体を下回った（第１図）。しかし、宣言解除後
の６月に大きく回復、その後、感染拡大の懸
念等による客足の変化等による変動はあるも
のの、９月には前年を上回って推移している。

1　コロナ禍で変動する外食のコメ消費
コロナ禍の外食産業への影響は、コメの消費

動向にも波及している。（公社）米穀安定供給
確保支援機構「米の消費動向調査」によれば、
１か月間の外食による１人あたりコメ消費量
は、新型コロナ流行前（2019年４月～20年２月）
ではおおむね600g～700gで推移していた。し
かし、20年３月から減少し、４月には382gと
新型コロナ流行前の６割に落ち込んだ。その
後回復傾向にはあるものの、９月では545gと、
新型コロナ流行前の水準には回復していない。

2　緊急事態宣言下のテイクアウト特需
ここでは、原材料に占めるコメの割合が高い

「牛丼チェーン」「カレーショップ」「回転寿司」
の３業種について月次売上高前年比を比較す
ることで、コロナ禍での変化を考察する。
まず、（一社）日本フードサービス協会「外

食産業市場動向調査」によると、外食産業全
体の売上高前年同月比は20年３月から低下し、
４月には前年比６割に落ち込んだ（第１図）。
その後、回復がみられるものの９月でも86%
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コロナ禍の外食産業におけるコメ消費への影響
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（注） 業種別データは最大手（売上高第1位）企業の全店売上高。
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第1図　コロナ禍での売上高前年比の推移
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が20.6%となっていた。その後「自宅周辺」が
28.2%まで回復しているのに対し、「都心・中
心市街地」は10.4%と半減している。また、友
人等との外食も、コロナ以前は「都心・中心
市街地」の回答割合が30.1%で「自宅周辺」を
上回っていたが、調査時点では10.6%に大きく
低下し「自宅周辺」（12.6%）を下回った。
これには、三密の回避に加え、コロナ禍で

在宅勤務が増えたことも影響していると考え
られる。同調査によると、１週間の出勤日数
は、東京都市圏在住者では4.0日（新型コロナ流
行前）→2.9日（調査時点）へと減少しており、宣
言解除後もリモートワークが継続されている
状況がうかがえる。
また、在宅勤務により平日の夕食開始時間

も早まっている。旭化成ホームズ株式会社が
実施した「在宅ワークに関するくらしの変化
についての調査」によれば、小学生以下の子
どもがいる共働き世帯の夕食の開始時間は、
在宅ワークを行う世帯の平均では19時19分と
在宅普及前の20時33分から74分早まっている。
このように、コロナ禍では、生活の場が

“オフィスからホーム”にシフトするととも
に、食事のあり方も変化している。これらの
変化をいち早くとらえてメニュー、サービス
の開発・提供に反映させていくことが、今後
ますます重要になろう。

（こばり　みわ）

大手回転寿司チェーンでは、店舗運営の効
率化に向けて調理や配膳のオートメーション
化を図っていたことに加え、コロナ禍の状況
を踏まえセルフレジなど非接触型サービスも
前倒しで導入している。日頃から生ものを扱
うことを前提に衛生管理を行っており、特に、
コロナ禍では衛生管理や感染症対策を一層の
強化していることなどが、消費者の来店への
安心感につながっていると考えられる。
また、回転寿司は、ファミリー層をメイン

の顧客ターゲットとしている。宣言解除後も、
帰省やレジャー等による遠出の外出が難しい
なかで、近場で子どもが喜ぶ食事の場のニー
ズも強まったとみられる。外食産業市場動向
調査には、家族での来店が多い「焼き肉」で
も同様の傾向が表れており、宣言解除後は、
ファミリー層の利用が多い業種での客足、売
上高の回復が目立つ。

4　オフィスからホームへ
宣言解除後における外食回復のキーが「フ

ァミリー層」にあることは、各種アンケート
調査結果からも推察される。
国土交通省が８月に実施した「新型コロナ

生活行動調査」によると、「一人もしくは家族
で外食」を目的に外出した割合は新型コロナ
前の79.8%から緊急事態宣言中は34.8%まで低
下したが、その後、調査時点（８月）では58.5%
と６割近くに回復している（第２図）。一方で、
「友人等との外食」の回答割合は新型コロナ前
では71.3%と「一人もしくは家族との外食」と
の差は8.5ポイントであったが、調査時点（８月）
では38.7%と両者の差は19.8ポイントに拡大し
ており、回復度合いに大きな差がみられる。
また、外食の場所も自宅周辺へのシフトが

みられる。一人もしくは家族との外食で最も
頻繁に訪れた場所として、コロナ流行以前で
は「自宅周辺」が32.0%、「都心・中心市街地」

資料 国土交通省「新型コロナ生活行動調査」
（注） 時点間の変化を明確にするため、場所別の割合は各回答数を全

サンプル数で除して算出。
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第2図　外食で最も頻繁に訪れた場所
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